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１．新たな廃棄物処理戦略 －３Rから４Rへ－

＊災害廃棄物は、関東大震災でも湾岸の埋立資源に使われていた

＊平時のごみ処理対策３R（Reduce・Reuse・Recycle）とは

＊脱カーボン社会とSDGsを達成する“４ R”とは、

Reduce(減量)・Reuse(再利用)・Recycle(資源循環)

＋ Resource(資源化)

＊コンクリート塊を「資源」として活用する４つのメリット

①老朽ビルの建替促進 ②処理費用軽減

③地球環境改善 ④漁業資源増大

＊被災後に震災瓦礫を活用するには、平時に利活用すること

「平時にできていれば、災害時にもできる」

＊平時に動く「コンクリート塊の“資源活用システム”」とは



関東大震災の焼け跡は、
7年間でこんなビル街に復興した

（併合祈念大東京写真帳1932）

２．関東大震災では



関東大震災もだい空襲も、災害復興で瓦礫で復興用地を整備した

•関東大震災は東京も横浜も大火災によって５,０００ha余りの市
街地の建物がことごとく瓦礫・灰燼に帰した。

•その最終処分として、東京では、江東地先や芝浦地先の埋め
立て事業を進め、復興事業の「用地」拡大を行っている。

•横浜市でも、関内地先等を埋め立てた。山下公園（7.4ha）は、
その一部である。

•大空襲で再び灰燼・瓦礫に帰した東京は、下町に残されてい
た「物流の動線であった多くの“運河”をガレキで埋め立て」て、
市街地内に復興用地を確保した。

•また、北海道西南沖地震(1993)では、津波で破壊した風雪防
御壁を磯場に搬入し、稚雲丹の産卵場を回復させている。



３．頻発する｢最大震度7｣の大震災と能登半島地震
阪神・淡路 中越 東日本 熊本 北海道 能登半島

本震発生 1995.1.17 2004.10.23 2011.3.11 2016.4.16 2018.9.6 2024.1.1

本震のＭ M７．３ M６．８ M９．０ M７．３ M６．７ M７．６

最大震度 震度７ 震度７ 震度７ 震度７×２ 震度７ 震度７

全壊全焼 １１１,９４１ ３,１８４ １２２,０３９ ８,６６７ ４６９ ６,４２９棟

半 壊 １４４,２７４ １３,８１０ ２８５,１８８ ３４,８３３ １,６６０ ２２,９１１棟

一部損壊 ３０９,９３０ １０５,６８２ ７５０,０６４ １６３,５００ １３,８４９ １０６,９５９棟

火災件数 285件/7100 6件/10？ 330件/？ 15件/1 － 17件/270棟

直接死者 ５,５０２ １６ １８,５２３ ５０ ４１ ２３０人

関連死者 ９１９ ５２ ３,８０２ ２２６ ２ １９９人

負 傷 者 ４３,７９２ ４,８０５ ６,２４２ ２,８０９ ７８２ １,３４２人
☆「東北地方太平洋沖地震（総務省消防庁第163報：2023.3.9）」、「東日本大震災における震災関連死の死者数（復興庁：2023年3月

31日）」、「熊本地方を震源とする地震（総務省消防庁第121報：2019.4.12）」、「北海道胆振東部地震（北海道庁第121報：

2022.9.5）」、 「令和６年能登半島地震（総務省消防庁第112報：2024.10.29.14:00）」、「石川県 災害報告（第169報：2024.11.5）」
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(1) 能登半島地震の被害状況

市町
人的被害 住家被害 世帯数

(R5.5.1)死不明者 関連死 負傷者 全壊 半壊 一部破損 合計

珠洲 ９７ ２９ ２４９ １,７４４ ２,０６５ １,７５４ ５,５６３ ５,３２２

輪島 １０３ ６７ ６８６ ２,２９４ ３,８９９ ４,２７６ １０,４６９ ９,４６１

穴水 ２０ １３ ２５８ ３８８ １,２９４ １,６５８ ３,３４０ ３,２２９

志賀 ２ １５ １０４ ５５７ ２,４３９ ４,４２９ ★７,４３６ ７,３４６

七尾 ５ ２４ ３ ５１１ ４,７７８ １１,００１ １６,２９０ ２０,１５１

能登 ２ ３９ ５３ ２５３ ９５６ ４,５１４ ５,７２３ ６,２５７

他市町 １ ８ ４４ ３１６ ２,７３８ ３４, ９４４ ４２,０２３ ４２２,６８０

石川県 ２３０ １９５ １,６４３ ６,０６３ １８,１６９ ６６,６０１ ９０,８４４ ４７４,４４６

＊資料：石川県危機管理課：災害報告 第１６９報（2024.11.5）より集計。★浸水住家11棟含む。

＊全半壊÷世帯数率は、珠洲７２％、輪島６５%、穴水５２%、志賀４１%、七尾２６% 、能登１９%！

＊多様な｢空家｣を含むので、現住世帯数に対する全半壊率は、約５〜１０％ 高くなってる？
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奥能登の上水道・電気の被災状況（支障率）と復旧の長期化

日時
珠洲 輪島 穴水 志賀 能登 七尾

上水 電気 上水 電気 上水 電気 上水 電気 上水 電気 上水 電気

1/4 100 100 100 100 100 100 100 10 100 100 100 10

1/8 100 100 100 80 100 50 100 5 100 30 100 2

1/15 90 45 100 55 100 20 100 2 100 5 100 0

1/23 90 40 100 50 100 2 80 １ 90 2 80 －

1/31 90 20 100 15 60 1 50 0 80 1 70 －

2/13 90 10 100 10 40 0 20 － 60 0 50 －

2/28 85 5 70 5 10 － 5 － 45 － 20 －

3/12 85 0 50 0 0 － 0 － 40 － 15 －

3/26 80 － 30 － － － － － 15 － 2 －

4/9 75 － 17 － － － － － 5 － 0 －

4/23 50 － 15 － － － － － 3 － － －

5/8 36 － 12 － － － － － 0 － － －

5/21 24 － 9 － － － － － － － － －

5/31 0 － 0 － － － － － － － － －

資料：石川県危機管理課「災害報告」の各号より、2週間おきの被災状況（支障戸数／世帯数）の推移。
★：道路の配水管は上記で復旧したが、敷地内へ引込み管の修復が業者不足で遅れ、生活困難は長期化。 8



被災地

中心
市街地

農漁村集落

孤立集落

公設避難所

自主避難所

自主避難所

１･５次避難

提供公営住宅（被災地外）

２次避難
（ホテル・旅館）
(被災地外避難)

仮
住
ま
い
期

被災地復興・自宅再建・仕事回復
（自宅再建・災害公営住宅）

在宅避難

縁故避難

応急修理

奥能登の被災者は避難・仮住まい期に被災地を離れた被災者、とくに若い被
災者が多く、その一人一人は、どこで、どう復興し、まちをどう復興する？
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能登半島地震の被災者状況 －石川県の避難状況等－

日時
孤立集落 １次避難１） ２次避難２）・公営住宅 被災登録者３）５） 建設仮設５）

所 人数 施設 避難者 避難 県内 県外 縁故 在宅 着工 供与

1/4 ー ー ３７１ ３３,５３０ ー ー ー ？ ？ ー ー

1/8 ２４ ３,３４５ ３９１ ２８,１６０ － ー ー ？ ？ ー ー

1/15 １５ ４１５ ３９０ １６,７４２ １,６８０ １,０８１ ２ ？ ？ ２４７ ー

1/23 ４ １４ ３００ １０,８２３ ３,４８１ ２,９７８ １８５ ？ ？ ３３８ ー

1/31 ー ー ２８８ ８,５７９ ５,０８６ ４,４２９ ３６３ ４,４２５ ２,８６７ １,２４８ １８

2/13 ー ー ２５９ ６,９３４ ５,４１４ ４,７５１ ４７６ ６,４５８ ４,１８７ ２,２２７ ５８

2/28 ー ー ２２２ ５,８７７ ４,９０７ ４,２９７ ４８１ ７,２３１ ４,５５７ ３,５２２ ３０２

3/12 ー ー ２００ ５,０８３ ４,５５１ ３,７７７ ４４１ ７,５８８ ４,７９７ ４,３４５ ４４７

3/26 ー ー １７３ ４,２６５ ３,５７０ ３,１２０ ３４７ ７,７５７ ４,９２５ ４,９５６ ８９４

4/9 ー ー １４２ ３,３５１ ２,６８９ ２,４４８ １５５ ７,７３５ ４,９５６ ５,３８２ １,８０８

5/8 ４ ３７４） １１８ ２,２１５ １,７９３ １,７４７ ４６ 6,317/ 87,811 ５,７７１ ３,５５７

6/18 ４ ３７４） ６２ １,０６６ １,３２８ １,３０７ ２１ 9,629/106,574 ６,４３９ ４,８２８

7/18 ４ ３７４） ５５ ７８６ ９１６ ８９９ １７ 9,580/109,746 ６,７２７ ５,３０１

8/21 ー ー ２５ ２６８ ３５７ ３５４ ３ 9,462/111,596 ６,７４５ ５,６４４

1)広域避難者を含む 2) 1.5次避難者を含む 3) 1月19日からの石川県の被災者登録台帳登録者。4月2日集計（縁故：7735人、在宅：
4956人）以降未公表。5月8日以降：6市町外居住/6市町内居住 4)長期避難世帯 5)震災から半年後、6月末の「みなし仮設（賃
貸型仮設住宅）」で被災地外居住者は3800世帯（約1万人）に。 10



最近の大震災における住家被害と廃棄物
石川県と能登半島地震全域の被災状況

震災名
(発生年月)

損壊家屋数（住家・公共他：百棟）
災害廃
棄物万ｔ

廃棄物
トン/全半

壊棟

処理
期間全壊 半壊 公共他 合計

阪神淡路(1995.1) １１２５ １４４３ ４２５ ３９９３ １,５００ ３７.６ ３年

中越（2004.10） ３２ １３８ ４１７ ５８７ ６０ １０.２ ３年

東日本（2011.3） １２２０ ２８３２ １０８４ ５１３６ ３,１００ ６０.４ ３年

熊本（2016.4） ８７ ３４５ １３４ ５６６ ３１１ ５５.４ ２年

能登（2024.1） ６４＊１ ２３０＊１ ３９３＊１ ６８７＊２ ３３１＊２ ４８.２＊２ ２年

＊１ 建物の被害棟数は、石川県対策本部資料（第1６９報：2024.11.5）に総務省第112報を修正。
＊２ 石川県災害廃棄物処理計画では2/26時の推計値「５０,６４４棟」として２４４万トンと推計。

総務省消防庁第1１２報から、住家＋他の全半壊棟数は６８７,０００棟、廃棄物『２９２万トン』と推計
11



阪神大震災で始まった公費解体とその実態

＜月別公費解体棟数＞
公費解体で､８５％が半年で
被災市街地から搬出された

＜月別処分量の推移＞
半年で廃棄物処分されたの
は、約３５％だった

能登半島地震での公費解体は、阪神・淡路大震災に比べ、大幅に遅れている

能登の災害廃棄物の取

り組みは、阪神淡路大
震災に較べて、大きく

遅れている。 12



４．東京都被害想定(2022)の都心南部地震における被害比較

被 害 項 目
東京湾北地震部

２０１２（A）
都心南部地震

２０２２（B)
１０年間の

被害の増減

人
的
被
害

死 者 人 ９,７００ ６,１４８ －３,５５０

原
因

揺れ 人 ５,６００ ３,６６６ －１,９３０

火災 人 ４,１００ ２,４８２ －１,６２０

負傷者 人 １４７,０００ ９３,４３５ －５３,５７０

物
的
被
害

建物被害 棟 ３０４,３００ １９４,４３１ －１１０,０００

原
因

全壊 棟 １１６,２００ ８２,１９９
＊

－３４,０００

焼失 棟 １８８,３２０ １１２,２３２ －７６,０００

13*揺れの全壊80,530棟は、木造63,938棟、非木造11,593棟である



全壊建物

都心南部地震
８２,２００棟

＊うち、非木造は？

14

都心南部地震
１１８,７００棟

＊全壊建物の焼失
約6,500棟を含む

火災焼失
（冬18時 風速8ｍ/s）



５．全壊が想定される建物の“事前建替”が「事前復興」

• 東京に現存する建物で、首都直下地震で全壊する建物棟数とは、都心南
部地震や多摩東部地震で被害想定された建物棟数ではない。

• 東京が直下地震に襲われ、建物が全壊し火災も発生して、人の命が奪わ
れてから“建物を再建する「災害復興」”ではなく、

• 被災前に耐震改修や建て替えで被害を減らす取り組みが「事前復興」で
あり、人の命と都市機能を維持する「事前復興」の取り組みである。

• “建て替えのビルの解体”と“地震によるビル破壊”は、異なる。

①地震は、破壊と焼失による地球環境の破壊現象である。

②余震の危険回避のためビル解体が急がれ、アスベストに代表されるよう

に、環境汚染に配慮した、丁寧な緊急解体が困難になる。

③被災地に、廃棄物処理のための仮置き場など広大な用地が必要。

• だが、事前復興としての平時のビル解体は、脱炭素社会化とSDGsに適う。
15



現データ ： 建物倒壊に関する被害想定の基礎データ（固定資産税台帳ベース）に見る

東京の
建築棟数の推移

２０１０ ２０２０
増減棟数

建物棟数 構成比 建物棟数 構成比

木
造

旧築年 ２３４,２１１ 11.70％ １６１,２２８ 8.18％ -７２,９８３

中築年 ７３１,３７３ 36.50％ ５３１,６３８ 26.96％ -１９９,７３５

新築年（1981-00）
１,０３９,９９８ 51.90％

６１４,２７９ 31.15％
+２３９,３８０

新築年（2001以降） ６６４,８９９ 33.71％

合 計 ２,００５,５８２ 100.0％ １,９７２,０４４ 100.0％ -３３,５３８

非
木
造

旧築年 ５９,５６６ 7.30％ ５３,７３９ 6.45％ -５,８２７

中築年 １３９,２７８ 17.10％ １２４,１９３ 14.92％ ｰ１５,０８５

新築年 ６１４,９３７ 75.60％ ６５４,６０５ 78.63％ +３９,６６８

合 計 ８１３,７８１ 100.0％ ８３２,５３８ 100.0％ +１８,７５７

総 計 ２,８１９,３６３ － ２,８０４,５８２ － －１４,７８１

16



建物構造別の建築年別・震度別全壊率曲線
＜木造建物＞ ＜非木造建物＞

17



構造✕震度 建築時期 全壊率※
既存棟数

(2020)
全壊棟数※ 構成比

木造
✕

震度６.５

〜 1971 ８３％ １６１,２３０ １３３,８２０ －

1972〜1980 ６２％ ５３１,６４０ ３２９,６２０ －

1981〜2000 １６％ ６１４,２８０ ９８,２８０ －

2000 〜 ６％ ６６４,９００ ３９,８９０ －

合 計 － １,９７２,０４０ ６０１,６１０ ９１.０％

非木造
✕

震度６.５

〜 1971 ２０％ ５３,７４０ １０,７５０ －

1972〜1980 １７％ １２４,１９０ ２２,３６０ －

1981 〜 ４％ ６５４,６１０ ２６,１８０ －

合 計 － ８３２,５４０ ５９,１９０ ９.０％

総 計 － ２,８０４,５８０ ６６０,８００ １００％

東京都全域に震度6・5で発生として、木造・非木造の全壊率曲線から全壊棟数を想定

18



東京が全域震度6.5なら全壊する建物とは？
• 東京全域震度6.5と想定すると、2020年の既存建物197万棟
のうち木造60万棟、非木造約６万棟、合計66万棟が全壊。

• この66万棟とは、直下地震で全壊する可能性のある建物であ
る。耐震改修又は建て替えすべきビルは6万棟である。

＊東京全域を計測
震度６.５で2020
年の現存建物棟数
で構造・築年別に
全壊棟数比を想定。

木造 9：非木造 １
（非木造率１０％）

構造✕震度 建築時期 全壊率※ 既存棟数(2020) 全壊棟数※ 構成比

木造
✕

震度６.５

〜 1962 ８３％ １６１,２３０ １３３,８２０ －

1963〜1980 ６２％ ５３１,６４０ ３２９,６２０ －

1981〜2000 １６％ ６１４,２８０ ９８,２８０ －

2000 〜 ６％ ６６４,９００ ３９,８９０ －

合 計 － １,９７２,０４０ ６０１,６１０ ９１.０％

非木造
✕

震度６.５

〜 1962 ２０％ ５３,７４０ １０,７５０ －

1963〜1980 １７％ １２４,１９０ ２２,３６０ －

1981 〜 ４％ ６５４,６１０ ２６,１８０ －

合 計 － ８３２,５４０ ５９,１９０ ９.０％

総 計 － ２,８０４,５８０ ６６０,８００ １００％ 19



これまでの廃棄物対策の平時と災害時の差異

●平時の廃棄物対策は“３R”＋“T”

• Reduce：減少

（ゴミ減量・ポリ袋有料化）

• Reuse ：再利用（中古物で再利用）

• Recycle：再資源化・・・解体RC

（再生資源として再利用）

• Treat ：ゴミ処分

（焼却処分＋埋立処分）

●災害時の廃棄物処理も“３R”＋“T”

• Reduce：事前防災の推進で被害軽減

（建物の耐震化・不燃化で軽減）

• Reuse ：多くの住宅を修理し再利用

（“遺構”として再利用）

• Recycle：災害廃棄物（RC）の再資源化

（再生資源として再利用）

• Treat ：災害廃棄物の処理

（焼却＋埋立処分）

●平時も、災害時も、廃棄物を“新たな資源”として活用する「第４のR」を！

• Resource：資源化･･･「古建材」と同じく「コンクリート塊」も“資源化”できる
20



廃棄物（ゴミ）の資源化で“４R＋T”にする

廃
棄
物
（ゴ
ミ)

可燃ごみ

不燃ごみ

有害ごみ

分
別

Reduce ： “軽減”化

Reuｓe  ： “再利用”化

Reｃｙｃｌe：“再生利用”化

Treatment：“焼却＋最終処分”

Resource： “資源”化Resource：“資源活用”化

減
量

資
源
循
環
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コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

平時における、コンクリート塊の “再生利用”化

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

市民住宅

ゴミ処理
の原則
<３R>

①Reduce ： 減量化 （老朽建物の事前復興で廃棄物減量）
②Reuse ： 再利用 （そのままの状態・用途での再利用）
③Recycle : 再生利用（解体・分解し、再生資材として利用）

産業廃棄物での

リサイクル処理費用

解体
(有料)

搬送
(有料)

解体
(有料)

搬送
(有料)

再生資材
の活用

資材化
(販売)
・金属
・骨材

リ
サ
イ
ク
ル
処
理(

有
料)

資
材
と
し
て
再
生
利
用
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コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

平時における、コンクリート塊の “資源活用”化へ

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

集合住宅

ゴミ処理
の

新原則
<４R>

①Reduce ： 減量化（老朽建物の事前復興で廃棄物減量）
②Reuse ： 再利用化（そのままの状態・用途で再利用）
③Recycle : 再生利用化（解体・分解し再生資材として利用）
④Resource：資源活用化（粗解体のまま資源として活用）

産業廃棄物
粗解体費用

粗解体
(有料)

粗解体
(有料)

コ
ン
殻
の
資
原
化

海底山脈
築造費用コ

ン
殻
（
資
源
）
買
取

積出
&

海上
輸送
（有料）

海
底
山
脈
の
築
造

搬送
(有料)

リサイクル処理：資源化・処分

23



６．被災後には、平時にやっていたこと、
準備していたこと、しかやれない！

•被災後の災害廃棄物処理を３Rで取り組むのは、平時のゴミ
処理のシステムが３Rで構築されているからである。

•それは、リサイクル処理で資源素材に分別・分解して資源化
し、資源化しえないものを焼却・埋立処分するシステムであ
る。

•平時に「新しい処理システムを構築しておく」ことのみが、
災害時の新しい廃棄物処理を可能とする。

•その新しいルートとして、コンクリート鉱山の如くなってい
る都市から排出される“コンクリート塊”のそのまま資源化
のルートである。 24



「事前復興」と「災害復興」では何が違うのか

項 目 平 時（東京都） 首都直下地震(東京都)

被災の有無 な し 被災後

非木造(耐震/全壊) 要建替：60,000棟 10%：19,５00棟

非木造(新築/復興) 解体2,000棟*30年 復興ビル1９,5００棟

余震の安全対策 不 要 解体の迅速化が必要

解体時の環境配慮 万 全 最低限

Reduce(減量) 〇（耐震・建替） ▲（減量不能）

Reuse(再利用) 〇（中古リフォーム） △（修理修復）

Recycle(再資源) 〇（解体廃棄物） 〇（災害廃棄物）
25



「事前復興」と「災害復興」での廃棄物対応

項 目 平 時 災害時

片
付
け
ゴ
ミ

住
宅

可燃ごみ 有料（ゴ ミ 袋） 無料（公費）

不燃ごみ 無料（資源回収） 無料（公費）

資源ごみ 無料（資源回収） 無料（公費）

粗大ごみ 有料（別途料金） 無料（公費）

事
業
所

可燃ごみ 産業廃棄物（有料） 自費（補助）

不燃ごみ 産業廃棄物（有料） 自費（補助）

粗大ごみ 産業廃棄物（有料） 自費（補助）

建
物

解
体

住宅 産業廃棄物（有料） 公費解体

事業施設 産業廃棄物（有料） 自費解体（補助）
26



コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

災害時における、コンクリート塊の “再生利用”化

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

市民住宅

ゴミ処理
の原則
<３R>

①Reduce ： 減量化（老朽建物の事前復興で廃棄物減量）
②Reuse ： 再利用化（そのままの状態・用途での再利用）
③Recycle : 再生利用化（解体・分解し再生資材として利用）

産業廃棄物の
リサイクル処理費用

解体
(公費)

搬送
(公費)

解体
(公費)

搬送
(公費)

再生資材
の活用

資材化
(販売)
・金属
・骨材

リ
サ
イ
ク
ル
処
理(

公
費)

資
材
と
し
て
再
活
用
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コ
ン
ク
リ
ー
ト
殻
は

ど
こ
か
ら
出
る
か

平時における、コンクリート塊の “資源活用”化へ

公共
ｲﾝﾌﾗ

民間
ｲﾝﾌﾗ

国有施設

公益施設

都県施設

区市施設

企業施設

集合住宅

ゴミ処理
の

新原則
<４R>

①Reduce ： 減量化（老朽建物の事前復興で廃棄物減量）
②Reuse ： 再利用化（そのままの状態・用途で再利用）
③Recycle : 再生利用化（解体・分解し再生資材として利用）
④Resource：資源活用化（粗解体のまま資源として活用）

産業廃棄物
粗解体費用

粗解体
(公費)

粗解体
(公費)

コ
ン
殻
の
資
原
化

海底山脈
築造費用

コ
ン
殻
の
買
取

積出
&

海上
輸送
(有料）

海
底
山
脈
の
築
造

搬送
(公費)

リサイクル処理：（公費）
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７．おわりに： 平時にコンクリート塊の「資源化活用」の
ルート整備が、災害時の迅速な復興も可能に

• 1960〜80年代の、高度経済成長と人口増加時代の公共イ
ンフラ、民間インフラの長寿化も、更新・再整備は不可避で、
平時に「コンクリート塊の資源化」ルートの構築を。

•海のない埼玉・山梨・群馬・栃木と、海のある東京・千葉・神
奈川・茨城が連携し、首都圏らかの産業廃棄物である“コン
クリート殻”を資源化し、人工海底山脈築造を推進

•平時のルートの整備が首都直下・南海トラフ地震時にコン
クリート塊の「資源化」を可能とし、事前から事後にシーム
レスにつながる“創造的復興”による国土形成も可能に

29



基盤施設の更新が待っている「自治体」・「政府」も、自費
解体の公費負担を減らすことが可能となる

“コンクリート殻のリサイクルからリソース化へ”の
４Rルートの創生で、事前復興による国土強靱化を

• 21世紀中後半期は、高度成長期に築造された国土インフラの更
新は、巨大コンクリート殻が廃棄され続ける、首都直下地震や南
海トラフ地震の事前復興期でもあり、さらに震災復興期にもなる。

•その１/２〜３/４のコン殻をリサイクル処理することなく、建設資源
として利活用することは、解体費用に含まれてきた“廃棄物リサイ
クル処理費用の１/２〜３/４を軽減”できることでもある。

•民間の老朽ビルのみならず老朽インフラの更新・建替えという事
前復興によって、被害の軽減化とともに災害復興事業の公費軽減
も可能とする。 30



コンクリート殻を資源化して利活用する「４Rルート」は、
ビル所有者にも自治体・政府にも、施設更新の経費と
発災後の被害を軽減する都市・国土の事前復興を促す

そのためには、コンクリート殻を、単に破壊する解体で
はなく、安全性を確保して適切なサイズと形態の

“コンクリート塊”として取り出す解体技術の開発と、

それを建設資源として流通するシステムを、環境省地方
環境事務所単位に形成し、海洋・海岸・地域・農地など
国土強靱化と、持続可能な国土形成に利活用する
コンクリート資源の供給システムの開発・構築が不可欠

31



能登半島地震では、奥能登の地盤が４ｍ隆起し、磯場が干上
がり、漁港が陸地化し、漁場の荒廃が危惧される。

また９月の能登豪雨により大量の土石流が流れ込み、磯場の
荒廃も危惧される。

ホテルなど民間ビルの解体廃棄物に加え、里山ハイウエー等
の道路、防潮堤や漁港など農水省・国土交通省の公共インフラ
からもコンクリート殻が排出される。 同時に、

国交・農水省はハイウェーや護岸施設の復旧・復興や、輪島
の沖合７０㎞の舳倉島までの間の海深の浅い海底に人工海底
山脈を築造して漁業振興を図る漁場整備の主管省庁でもある。

災害廃棄物処理を主管する環境省＋コンクリート殻の排出省庁
でもあり、復興事業で利活用する農水省・国交省の、横断連携
体制の構築を、『防災庁』を、災害対応から復興までを統括する
『防災復興庁』に拡張整備して取り組まれることを期待したい。
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